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会社紹介
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/ 35会社概要 3

創業 1919年11月19日 萱場発明研究所

創立 1935年3月10日 株式会社萱場製作所

設立 1948年11月25日 萱場工業株式会社
2005年10月 1日 通称社名ＫＹＢ株式会社を採用
2015年10月 1日 ＫＹＢ株式会社に商号変更
2022年 4月 1日 通称社名カヤバ株式会社を採用
2023年10月 1日 カヤバ株式会社に商号変更

株式 東京証券取引所第一部上場

資本金 276億4,760万円（2023年3月31日現在）

売上高 4,312億円（2022年度実績・連結）

従業員 13,920名（2022年度・連結）
3,844名（2022年度・単独）
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本 社

基盤技術研究所

東京都港区

神奈川県相模原市
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●オートモーティブコンポーネンツ事業●オートモーティブコンポーネンツ事業
・自動車/二輪車用ショックアブソーバ
・自動車用油圧機器

●ハイドロリックコンポーネンツ事業●ハイドロリックコンポーネンツ事業
・建設機械/産業車両用の油圧機器
・新幹線等の鉄道用機器

●関連事業●関連事業
・コンクリートミキサー車等の特装車両
・車載用電子機器



©KYB Corporation. All Rights Reserved.

/ 356

市場動向
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政策不確実性指数の推移
世界21か国主要紙における不確実性への言及の指標化

出典:https://www.policyuncertainty.com

新型コロナウイルス感染症の拡大
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/ 35企業変革力の必要性 8

企業変革力（ダイナミック・ケイパビリティ※）

出典:中野剛志,”2020年版ものづくり白書”

※:デビッド・Ｊ・ティース（ＵＣバークレー校ビジネススクール教授）により提唱
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出典:富士通総研, “企業の競争力を高めるICTの新たな活用法とマネジメント
第2回 ～サービス・ドミナント・ロジック視点でのビジネスを支えるICT～」”

• 多くの分野においてモノがコモディティ（汎用品）化し、モノを売るだけでは利益を上げるこ
とが困難になっている

• ICTの発達により、モノ自体の機能ではなく、モノに付随するサービスや、ユーザーがモノの
新しい利用体験を作り出すことが価値だとみなされはじめている
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スマート道路モニタリング
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• 車両挙動計測技術

• 車両挙動分析技術

• 振動制御技術

●オートモーティブコンポーネンツ事業●オートモーティブコンポーネンツ事業
・自動車/二輪車用ショックアブソーバ
・自動車用油圧機器

車両の挙動に強く影響する部品の開発により、

などの技術やノウハウを保有している。

転用できないだろうか?
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/ 35道路維持管理業務 12

出典：「国土交通白書 2020」（国土交通省）

 目視主体の道路パトロール

 紙ベースの情報管理

 自治体職員の減少

パトロール

修繕(自主/簡易)

帳票作成

路面性状調査

修繕計画

修繕(大規模) 補助金交付

道路巡視 舗装診断

審査

地方自治体 国土交通省
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出典:国土交通省, “全国道路施設点検データベース”

全国道路施設点検データベース:国土交通省主導・一元集約・可能な限りの公開

• 道路管理者 → 道路施策検討や現場管理等に活用

• 民間企業等 → 技術開発の促進や、これによる更なる維持管理の効率化
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出典:「国土交通白書 2020」（国土交通省）

人手不足＆非効率

 目視主体の道路パトロール

 紙ベースの情報管理

自治体の抱える道路維持管理課題 カヤバの保有資産

 自治体職員の減少

自治体DX カヤバの技術

スマート道路モニタリング

車両挙動からの路面推定技術

 車両挙動計測技術

 車両挙動分析技術

 振動制御技術

新規創出

道路維持管理業務を効率化するITサービス
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① IoTデバイスによる
パトロールデータの収集

② ネットワークシステム
によるデータ転送・蓄積

③ データ処理による
高付加価値化

④ データ閲覧環境
を通じた管理支援
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③路面性状の定量化調査
➡住民の納得感が得られる

導入効果 16

①路面性状調査費用の削減 ②日常パトロール後の報告書
作成時間の短縮

④人手不足の解消と全路線の調査

1年目

2年目

3年目

4年目

5年目

1年目
2年目
3年目

4年目
5年目

管
轄
す
る
全
道
路
の
調
査
が
可
能

主
要
道
路
の
み
・
予
算
と
相
談

トンネル壁面等従来の調査 システム導入後

（イメージ図）

日常パトロール

報告書 自動作成

数
値
の
見
え
る
化

補
修
優
先
順
位
化

走行するだけで
路面調査が可能

近隣の自治体と協力し合うことで、路面性状調
査を実施していない自治体の道路調査が可能
（市町村同士・都道府県と市町村、等）
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技術/サービス

課題/環境
/フィードバック

スマートシティの推進団体と協力し、開発をスタート
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パトロール車

1.データの自動採取

パトロール車

インターネット

データセンタ

2.データの自動転送

分析
ソフト

劣化度合いの分析パトロールの記録

3.データの自動診断

道路パトロール

データ計測システム データ転送システム データ分析システム

データセンタ
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/ 35計測システム:センサ/ロガーの実装 19

パトロール車両に計測機器類を搭載

リア・サスペンション フロント・サスペンション

 エンジンキーのON/OFFに連動して自動的にデータ計測を開始/終了
 一般道を走行可能（車検に通る仕様）

ロガー

足回りセンサセット×前2輪
・ばね上Gセンサ
・ばね下Gセンサ

CAN情報
・車速
・舵角
・ブレーキ

前方カメラ

GNSS

慣性計測装置

Wi-Fiアンテナ
路面カメラ

名称 計測対象 ch数
ばね上/下Gセンサ 3軸加速度（左右前輪） 12
慣性計測装置 車体ロール/ピッチ/ヨー挙動 6
CAN情報 舵角/車速/ブレーキ等 5
GNSS 自己位置 1
カメラ 前方風景/後方路面 2

搭載済み車両（島根県益田市）
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/ 35転送システム:ネットワーク 21

多量のデータを高速転送するため、無線通信方式としてWi-Fiを利用

車両から取り出したデータは光回線でインターネット転送

転送～分析の処理を翌朝までに完了

光終端装置
Wi-Fiルータ

パトロール車

サーバ

サーバ（AWS）

駐車場

インターネット

収集

転送
分析

PC・閲覧
・帳票作成

インターネット車両管理場

市役所など

項目 携帯回線 Wi-Fi LPWA
通信速度 〇 〇 ×
通信範囲 〇 × 〇
通信費用 × 〇 〇
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/ 35分析システム:データの分析フロー 22

収集したデータをAIで分析し、路面の損傷を診断する。

データ集め/前処理

AIに学習させる

AIに判定させる

結果を利用する

分
析
精
度
向
上

シ
ス
テ
ム
運
用

Data Information
Data

Information
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/ 35分析システム:分析結果出力 23

IRI[mm/m]基準で色調表示
IRI ＜ 3 損傷レベル小

3 ≦ IRI ＜ 8 損傷レベル中
8 ≦ IRI 損傷レベル大

「国交省 舗装点検要領」 に準拠

※IRI以外の主要な指標も実装

（ひび割れ率・わだち掘れ量・MCI）

※自治体の管理道路（市町村道）のみを表示

島根県益田市におけるパトロール結果の出力例
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/ 35道路維持管理データベース＆ソフト 24

• ユーザデータの表示

• 路面性状表示

• 帳票作成

• パトロール風景写真表示

• 路線台帳の編集

• 集計結果表示

座標データ

台帳データ

【基本実装機能】
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クラウド上のスマート道路モニタリング

ユーザ情報によるアクセス制御

処理負荷に応じて拡張

処理ごとに独立させて保守性向上

暗号通信による安全なアクセス

データは一元管理

◆クラウド化のメリット
 社内設備が不要

 リソースの拡張が容易

 運用コストが安価

 障害時の復旧が容易

カヤバ(クラウド)ユーザ(ローカル)
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新規事業開発
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/ 35展開活動 27

地方自治体に対し展開活動中

技術/サービス

課題/環境
/フィードバック

地方自治体
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/ 35課題①:既存事業との不整合 - 1 28

❓

❓

❓
スマート道路モニタリング

各業界に合わせて組織化された既存事業のいずれにも当てはまらず、引受先が無い
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/ 35課題①:既存事業との不整合 - 2 29

既存事業 スマート道路モニタリング

商材 モノ コト

取引形態 個別受注生産型 データ収集・処理・提供型

顧客 母機メーカー等 自治体・他

開発形態 ウォーターフォール アジャイル

事業の特徴や既存事業との相違点を整理し、
トップを巻き込んで引受先の体制を検討
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/ 35課題②:事業化人員の不在 - 1 30

開発当初

技術開発

現在

事業開発

新規事業を企画・開発する部門が無い

研究

開発 評価

実装 保守

企画

営業 法務

調達 経理
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/ 35課題②:事業化人員の不在 - 2 31

技術系・営業系人材が新規事業創出のいろはを学び、
自社文化に合わせて組み入れ

IoTサービスにまつわる新規事業創出を体系的に修得するため、
AWSのコンサルティングサービスを利用

2 days 20 weeks
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/ 35文化改革① インナーブランディング 32

スマート道路モニタリング

計測装置
計測システム

ネットワークシステム

データ

システム全体

開発済みのアセットは、
• 社内の既存業務に応用可能
• 他のサービスビジネスの基盤として流用可能 インナーブランディング

味方を増やす
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/ 35文化改革② オープンイノベーション 33

システムの昇華や異分野への波及を視野に、
オープンイノベーションプログラムにエントリ

積極的に社外と関わり、
• 社外の価値観を取り込む
• 新たな可能性に繋げる

ベネフィットを技術や事業のみに留
めず、広報や人事に波及させる
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• 従前の社内には無かったIoT関連技術を整備

• サービスビジネスの基礎となるシステムを構築

• 新規事業創出活動開始

• 受け身の体制だった開発文化が少しずつ変容

• 部門横断的な連携機会の増加

• 新規事業創出体制について検討/整備中

技術開発

事業開発

文化改革
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終

Thank you for your attention.

カヤバ株式会社 技術本部 基盤技術研究所 情報技術研究室

髙松 伸一

mail : kyb-smart-road@kyb.co.jp
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補足
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/ 35製造業の不確実性 37

自動車部品輸入額の推移（地域別）

出典:中野剛志,”2020年版ものづくり白書”

サプライチェーン再編の歴史

出典:Richard Baldwin “The Great Convergence: Information 
Technology and the New Globalization”(2016)を参考に経産省作成


